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○山井議員 民主党の山井和則です。 

 今の枝野議員の発言の趣旨とも近いわけですけれども、やはり生活保護というのは、ある意味で、できるだけ

その利用をする人は少なくならねばならないわけです。社会保障の一つの目的というのは、いかに生活保護に頼

る人を減らしていくかということであると思います。そういう意味では、今の日本の年金制度あるいは昨年の年

金改革というのは、生活保護を逆にふやしていくような流れに私はなっていると思います。 

 与党のある幹部の方も、結局国民年金に入らなければその人は老後年金をもらえないんだから、それで仕方が

ないということを発言されたのを聞きましたが、やはりそれでは、払わなくて高齢になったら最後は生活保護に

なったらいいということでは、逆にこれはモラルハザードになっていくわけでもありますし、また同時に、国民

皆年金という大看板をおろしてはならないわけであります。 

 その意味で、生活保護をいかに減らしていくかという年金制度であらねばならないわけで、国民年金の未納、

未加入にならない制度をきっちりとつくっていくことが重要であると思います。 

 水準に関しては、国民年金だけで最低保障に係る国の義務を果たすわけではないので、生活保護水準よりも高

くなければ憲法二十五条に違反するとまでは言えないわけですけれども、四十年拠出して生活保護以下というこ

とであれば、当然払うインセンティブも働かないわけですから、やはり生活保護以上の水準が望ましいのではな

いかと思っております。 

 高齢者の場合は貯蓄もあるからそれほどの高い水準は必要ないのではないかという議論もあるかもしれません

が、確かに多くの資産を持つ高齢者もいる一方で、世帯所得が百万円以下の高齢者の世帯では貯蓄ゼロの人が約

三割もいるわけでありまして、明らかに生活が成り立たない、そういう制度ではセーフティーネットの役を果た

さないと思っております。 

 まとめになりますが、そういう意味でも、今のままの国民年金というもの、未納、未加入がこれだけ多い制度を

放置して、そして、その方々がひいては生活保護にどんどん流れていきかねない、こういう制度を放置していく

ことは絶対許されないわけでありまして、民主党が主張しているような抜本改革が必要であると思います。 

 また、一つつけ加えるならば、今障害者自立支援法も議論されておりますけれども、これも一歩間違えば生活

保護をふやしていく、そういうふうな方向になりかねないのではないかというふうに私は危惧をしております。 

 以上です。 


